
２０２１年度（２０２２年３月３１日現在）貸借対照表

(単位：百万円)

１０，５９３ ４，３７１

預 貯 金 １０，５９３ １，００９

５７ ３，３６１

建 物 ２３ ４，８１６

その他の有形固定資産 ３４ ９９

５３１ ２３２

ソ フ ト ウ ェ ア ５３１ ４１７

３，７４２ １７３

未 収 保 険 料 ２，２７７ ４

共 同 保 険 貸 ３６８ １，８４２

再 保 険 貸 ３０６ ２，０３８

外 国 再 保 険 貸 ６６０ ７

未 収 収 益 ０ ３６

預 託 金 ３７ ３１

仮 払 金 ９２ ９，２５５

１３６

３，１５０

２，８５０

２，８５０

△ １９５

△ １９５

繰 越 利 益 剰 余 金 △ １９５

５，８０５

５，８０５

１５，０６０ １５，０６０

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 貯 金

外 国 再 保 険 借

そ の 他 資 産

預 り 金

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

再 保 険 借

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

科 目

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

賞 与 引 当 金

資 本 金

金 額

仮 受 金

未 払 金

( 純 資 産 の 部 )

負 債 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

共 同 保 険 借

負債及び純資産の部合計資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

貸借対照表・損益計算書
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東京都港区虎ノ門1丁目17番1号

au損害保険株式会社

代表取締役社長 山田隆章



（注） 

１．有形固定資産の減価償却は、定額法によっております。 

２．無形固定資産の減価償却は、定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

３．退職給付引当金は、従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務の見込額に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務

は簡便法を採用しており、退職給付に係る期末自己都合要支給額を基準に算出した額を退職給付

引当金に計上しております。 

４．賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。 

５．保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法

令等の定めによっております。 

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管

理費等の費用は税込方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等は、仮払金に

計上し、５年間で均等償却を行っております。 

７．会計上の見積りに関する事項は、次のとおりであります。 

保険業法第 117 条、同施行規則第 72 条及び第 73 条の規定に基づき、保険契約に基づいて支

払義務が発生した、又は発生したと認められる保険金等のうち、まだ支払っていない金額を見積

り、支払備金として積み立てております。 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

支払備金        1,009百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

① 算出方法及び主要な仮定

支払事由の発生の報告があった保険契約については、支払事由の報告内容、保険契約の

内容及び損害調査内容等に基づき個別に支払見込額を計上しております。 

まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事由が既に発生したと認められる支払備

金については、主として過去の支払実績等から算出した仮定を用いて見積った最終損害見

積額等に基づき計上しております。 

② 翌事業年度の計算書類に与える影響

各事象の将来における状況変化等により保険金の支払額や支払備金の計上額が、当初の

見積額から変動する可能性があります。

８．会計方針の変更に関する事項は、次のとおりであります。 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19項および「金融商品

に関する会計基準」（企業会計基準第 10号 2019年７月４日）第 44-２項に定める経過的な取扱

いにしたがって、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用すること

としております。なお、これによる財務諸表に与える影響はありません。 



９．表示方法の変更に関する事項は、次のとおりであります。 

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（令和２年１月 24日内閣府令第３号）が令和

４年３月 31日から施行されたことに伴い、保険業法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能

の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。 

10．債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸付

条件緩和債権に該当するものはありません。 

11．有形固定資産の減価償却累計額は 19百万円であります。 

12．関係会社に対する金銭債権総額は 1,777百万円、金銭債務総額は 2,750百万円であります。 

13．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、次のとおりであります。 

繰延税金資産 

責任準備金   451百万円 

支払備金  18百万円 

その他  37百万円 

繰延税金資産小計 507百万円 

評価性引当額  △369百万円

繰延税金資産合計 137百万円 

繰延税金負債 

資産除去債務 1百万円 

繰延税金負債合計 1百万円 

繰延税金資産の純額 136百万円 

14．金融商品に関する事項は、次のとおりであります。 

 (1)金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針

当社は保険業法に基づく損害保険事業を行っております。保有する資産は保険契約者等

に対する責任を履行するための原資であることを鑑み、安全性と流動性の確保を目的とし

た短期的な預貯金を中心の金融商品を活用し、デリバティブ取引は行わない方針でありま

す。 

②金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する金融商品は主として預貯金であります。預貯金は預金保険制度において

全額保護対象の決済性普通預金及び預入期間３カ月以内の定期預金であります。 

③金融商品に係るリスク管理体制

当社が保有する預貯金のうち、決済性普通預金は預金保険制度において全額保護対象で

あるため、リスクは有しておりません。また定期預金については、取締役会において決定

されたリスク管理方針に基づき、リスク管理方法や手続等の詳細を明記した資産運用リス

クに関する諸規定を定めております。これに基づき、業務執行部門が随時リスク管理を行

うとともに、リスク管理部門が別途モニタリングを実施し、四半期毎に取締役会に報告し

ております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価については、市場価格に基づいております。なお、市場価格がない場合 

には合理的に算定された価額によることとしております。 



 (2)金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、市場価格のない株式等は保有しておりません。 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

預貯金 10,593 10,593 ― 

 (3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格によ

り算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価

を分類しております。 

① 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

預貯金は主に短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略し

ています。

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

該当ありません。

15.(1)支払備金の内訳は、次のとおりであります。 

支払備金（出再支払備金控除前）  2,929百万円 

同上にかかる出再支払備金   1,920百万円 

差引 1,009百万円 

(2)責任準備金の内訳は、次のとおりであります。

普通責任準備金（出再責任準備金控除前）  3,993百万円 

同上にかかる出再責任準備金  1,863百万円 

 差引（イ）  2,130百万円 

その他の責任準備金（ロ）  1,231百万円 

計（イ＋ロ）  3,361百万円 

16．１株当たりの純資産額は 31,079円 56銭であります。 

算定上の基礎である普通株式に係る当事業年度末の純資産額は 5,805 百万円、当事業年度末の

普通株式の数は 186,780株であります。 

17．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 



(単位：百万円)

経　常　収　益 ６，２９２

６，１６９

５，５８２

４６３

１２３

０

０

１２３

経　常　費　用 ４，９５８

２，２７８

１，３０１

４２２

△ ４８

６０２

２，６７９

１，３３４

１，３３４

２００

△ １３８

６１

１，２７３

保 険 引 受 費 用

）損益計算書
２０２２年３月３１日まで

科 目 金 額

正 味 支 払 保 険 金

保 険 引 受 収 益

支 払 備 金 戻 入 額

　　２０２１年度（
２０２１年４月 １ 日から

正 味 収 入 保 険 料

そ の 他 保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 収 入

そ の 他 経 常 収 益

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

経 常 利 益

損 害 調 査 費

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

責 任 準 備 金 繰 入 額

当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額



（注） 

１．関係会社との取引による収益総額は 895百万円、費用総額は 1,135百万円であります。 

２．(1)正味収入保険料の内訳は、次のとおりであります。 

収入保険料   18,230百万円 

支払再保険料  12,647百万円 

  差引 5,582百万円 

(2)正味支払保険金の内訳は、次のとおりであります。

支払保険金   11,712百万円 

回収再保険金  10,410百万円 

  差引  1,301百万円 

(3)諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりであります。

支払諸手数料及び集金費  294百万円 

出再保険手数料   343百万円 

  差引 △ 48百万円

(4)支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は、次のとおりであります。

支払備金繰入額（出再支払備金控除前）      △  632百万円

同上にかかる出再支払備金繰入額 △ 169百万円

  差引 △ 463百万円

(5)責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は、次のとおりであります。

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △  89百万円

同上にかかる出再責任準備金繰入額 △ 423百万円

  差引（イ）    333百万円 

その他の責任準備金繰入額（ロ）      269百万円 

  計（イ＋ロ）  602百万円 

３．利息及び配当金収入の内訳は、すべて預貯金利息であります。 

４．１株当たりの当期純利益金額は 6,815円 56銭であります。 

算定上の基礎である普通株式に係る当期純利益は 1,273 百万円、普通株式の期中平均株式数は

186,780株であります。 



５．関連当事者との取引は、以下のとおりであります。 

親
会
社

ＫＤＤＩ株式会

社 

(東京都新宿区) 

141,852 電気通信事業 
51 

（間接） 
－ 

当社への 

間接出資 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

雑収入 

諸手数料及び集金費等 

12 

172 

未収保険料 

未払金 

1,533 

2,565 

親
会
社
の

子
会
社

ａｕ Ｒｅｉｎｓ

ｕｒａｎｃｅ Ｃ

ｏｒｐｏｒａｔ

ｉｏｎ 

(ミクロネシア)

1,500 再保険事業 － － 再保険の引受 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

出再保険金等 

出再保険料 

9,837 

12,501 

外国再保険貸 

外国再保険借 

660 

417 

親
会
社
の

子
会
社

ａｕアセットマ

ネジメント株式

会社

（東京都千代田

区）

1,000 金融事業 － － 保険取引 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

  － － 未収保険料 313 

そ
の
他
の

関
係
会
社

あいおいニッセ

イ同和損害保険

株式会社

(東京都渋谷区)

100,005 損害保険業 49 － 当社への出資 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

出再保険金等 

出再保険料等 

657 

880 

再保険貸等 

再保険借等 

243 

184 

そ
の
他
の

関
係
会
社

三井住友海上火

災株式会社 

(東京都千代田

区) 

139,595 損害保険業 － － 共同保険の引受 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

代理業務手数料 16 
共同保険貸 

共同保険借 

147 

39 

６．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

種類 
会社名 

（住 所） 

資本金 

(百万円) 
事業の内容 

議決権等の

被所有割合

（％） 

関連当事者との関係 

役員の兼任等 事業上の関係 


